第１回産業技術部会（５/10）における中期目標（素案）に対する主な意見
	
	評価委員会委員の意見
	考え方
	（参考）中期目標の記載内容

	全体
	○目標と手段が混在していて分かりにくい。中期目標はもっと簡潔にして「何をやる」を記述し、中期計画に「どうやる」を記述すべき。中期目標と中期計画が似通っていてわかりにくい
【請川委員、古村委員、槙野委員】 
	●　中期目標は「何のため、何をやる」を、中期計画に「どうやる」を記述することを基本とし、修正する。

　
●　企業の課題やニーズの把握・分析手法など、大阪府が産技研に対して、その具体的な進め方も含めて指示する必要があると判断した項目については、中期目標に具体的な業務の手法等を記載する。

	◇＜記載例＞
中期目標　 第２－１－(1)

「提案型」の企業支援による支援の強化
①　提案型の企業支援に向けたサービス体制の強化

地方独立行政法人となった後は、組織として顧客対応ができるよう、組織体制を整備するとともに、必要なデータベースの再構築、人材育成を行う。

中期計画　 第１－１－(1)

「提案型」の企業支援による支援の強化
①　提案型の企業支援に向けたサービス体制の強化

提案型の企業支援を行う統一窓口として、また、顧客対応の司令塔の役割を果たす拠点として、「顧客サービスセンター（仮称）」を地方独立行政法人発足時に設ける。
中期目標　第２-１
「提案型」の企業支援と「つなぐ」取組の推進
産技研は、受け身の支援スタイルではなく、組織として積極的に最大限の支援を行うとの姿勢が不可欠である。企業の役に立つ提案を積極的に行う。そのための組織体制の整備と顧客データベースなどのツールの構築を行う。

中期目標　第２-２- (3)

企業の新技術・製品開発のニーズに応える設備機器の整備
企業ニーズや府の政策課題に的確に対応するため、顧客データベースの情報、マーケティング・リサーチ等により投資効果を精査した上で、設備機器を企業ニーズの高いものから優先的に整備する。

	
	○大阪府及び産技研が中小企業のために何をやるのか具体的記述が少ない【請川委員】
	●　中小企業の競争力を強化するため、大阪府、産技研がどのようなことに力を入れ、大阪産業・経済の持続的な発展につなげていくのか、中期目標の前文に次のことを記載する。
・基盤技術の高度化、信頼性の実証、研究開発成果の技術移転など、支援機能の強化

・環境・新エネルギー等の成長分野への参入促進

・企業間連携、産学官連携などのつなぐ取組

	◇＜記載例＞

中期目標　前文
大阪のものづくり中小企業は大阪産業の基盤として国際競争に打ち勝ち、大阪産業・経済を牽引していかなければならない。しかしながら、個々の中小企業だけでは技術力等の経営資源に限界が伴う。
そこで、地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所は、ものづくり中小企業の「テクノ・パートナー」として、基盤技術の高度化や信頼性の実証による売れる製品づくり、研究開発成果の技術移転など、従来の機能をより強化するとともに、企業が付加価値の高い技術や新たな市場開拓を可能とする製品を数多く生み出すため、環境・新エネルギー等の成長分野への参入促進に向けた取組や企業間連携、産学官連携などのつなぐ取組を実現していくものとする。


第１回産業技術部会（５/10）における中期計画（素案）に対する主な意見
	
	評価委員会委員の意見
	考え方
	（参考）中期計画の記載内容

	全体
	《目標数値の設定》
○客観的、定量的な具体的目標数値を設定（記述）すべき【請川委員、古村委員、舟木委員、槙野委員】
	●　利用拡大のために重要な「現地相談件数」や「機器利用技術講習会開催回数」など、重点４項目に数値目標を設定する（右記①）。

また、技術支援の主要業務であり機能強化をめざす「技術相談」、「依頼試験・設備機器開放」や、研究開発成果の発信等を示す「学会等での発表件数」など、基本６項目に数値目標を設定する（右記②）。

　　 これらの数値目標を設定し、目標達成に向けて産技研が日々「提案型」の企業支援を実践することにより、大阪産業・経済の持続的な発展につなげていく。


	◇①
　中期計画　第１
重点項目　４項目

※いずれも中期計画期間中
【現地相談件数】　　　　　２，０００件　　

【業界団体等への情報発信・協力件数】

１，９００件

【受託研究件数】　　　　　　　２３０件

【機器利用技術講習会開催回数】７２０回

◇②
中期計画　第１

基本項目　６項目

※いずれも中期計画期間中
【技術相談件数】　　　２３１，０００件

【依頼試験及び設備機器開放件数】

５６，０００件

【競争的研究資金の応募件数】　１１０件

【講習会等での情報発信件数】　１２０件

【学会等での発表件数】　　　　９７０件

【論文等投稿件数】　　　　　　２００件

	第１　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置
	《研究開発テーマの重点化・リストラ》

○産技研の強みのある領域でテーマを絞り込むべき。また、陳腐化した現行テーマの大幅なリストラをすべき【槙野委員】
	●　研究開発テーマは、中小企業の発展にとって重要な分野で、中小企業単独では取り組むことが困難な技術課題、重要な政策課題の解決に資する戦略的なテーマに絞って実施する。技術開発のロードマップ等に基づき、成長分野に関する技術シーズの創出につながるテーマを設定する。
●　中期計画に示した重点的に取り組む５分野の研究開発テーマの選定にあたっては、社会経済情勢の変化等に弾力的に対応する。

●　新エネルギー技術開発など、組織あげて研究分野横断的に取り組み、産技研の機能強化、職員の能力向上につながる「プロジェクト研究」を新たに実施することとし、人や予算を投入する。

● 研究開発成果を評価する仕組みを構築し、評価結果をその後の業務に活かす。
	◇＜記載例＞

中期計画　第１－３

研究開発の推進

戦略的なテーマとして、中期計画期間中に重点的に取り組む研究開発分野は、次のとおりとする。

・　高付加価値製品を製造するための高度基盤技術

・　ナノテクノロジーによる新製造技術（精密・微細加工等）

・　新エネルギー関連技術（リチウム電池等電池関連部品等）

・　環境対応技術（省エネルギー、生活環境等）

・　生活支援型産業関連技術（医療・介護用機器等）

なお、研究開発のテーマの選定にあたっては、社会経済情勢の変化等に弾力的に対応する。

中期計画　第１－３－(1)

戦略的テーマに関する研究開発
①　研究開発の重点化

大阪・関西の中小企業のポテンシャルとニーズを把握するとともに、技術開発のロードマップ等に基づき、成長分野に関する技術シーズの創出につながるテーマを設定する。実施にあたっては、ものづくり基盤技術の高度化や新技術・製品開発につながる共同研究、産学官連携に努める。

これらに加えて、産技研の機能強化、職員の能力向上につながる「プロジェクト研究」を創設する。実施にあたっては研究分野横断的なプロジェクト研究チームを結成するとともに、理事長裁量枠予算の投入や研究調整部門のサポートにより、効果的に研究開発を進める。

③　研究開発成果の評価と共有・活用

研究開発成果を評価する仕組みを構築し、評価結果に基づいて研究継続の必要性や研究資源の配分、その後のテーマの設定に反映させる。

	第２　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置
	《経営企画部門の新設》

○予算策定機能はもとより、研究テーマのリストラ権限など強い権限を付与すべき【槙野委員】
	●  経営企画部門は、　財務・人事の両面から将来を見据え、戦略的に経営方針を企画立案する組織であり、組織トータルでの研究開発をはじめとする業務の成果をチェックし、次の経営方針に活かしていく。


	◇＜記載例＞
中期計画　第２－１－(1)

組織マネジメントの実行とＰＤＣＡサイクルの確立
自主的、自律的に組織マネジメントするため、経営企画を担当する部門を新たに設ける。
また、理事長のリーダーシップの下、各部署、チームでＰＤＣＡサイクルを実践するとともに、管理監督者をはじめ全職員が法人の目標や抱える課題を共有し、その達成や改善に向けて、一人ひとりがＰＤＣＡサイクルを実践する。

	
	《効率化》

○業務運営の効率化に関する具体的目標の記載がないが、数値目標がないなら、タイトルから「効率化に関する目標」は削除すべき【槙野委員】

○（PDCAサイクルを念頭に）「管理部門」以外の領域では効率化を求める必要がないのか【古村委員】
	●　業務の効率化に関して次のことを記載する。

　  ・財務会計、人事給与等のシステムを構築し、事務処理の簡素化・効率化を推進
　 ・総務事務や施設・設備の保守点検・修理等の業務の一部について、外部委託を検討
●  受託研究等について、複数年度にわたる契約手続の効率化・簡素化を図る。また、設備機器について、現有台数を維持するのではなく選択と集中を図ることで、実験室の集約化等によるスペースの有効活用や、光熱水費の圧縮等、財務の改善につなげるよう、検討する。
	◇＜記載例＞

中期計画　第２－３

業務の効率化
財務会計、人事給与等のシステムを構築し、事務処理の簡素化・効率化を推進する。物品購入などの業務については職員の負担の軽減につながるよう効率化を行う。

また、総務事務や施設・設備の保守点検・修理等の業務の一部について、外部委託の検討を進める。

中期計画　第１－２－(2)

既存サービスの充実
⑤　顧客の利便性向上

受託研究等の契約の簡素化や迅速化、リピーターの自動受付、料金支払方法の多様化など、顧客の目線で利便性向上の具体化を進める。

中期計画　第８－１－(1)

施設の計画的な整備・活用等
空き実験室や会議室等を、企業や業種団体との支援・交流の場などとして多角的・柔軟に活用する。

	その他
	《計画の実現可能性（運営戦略）について》

○予算・人員面において、現体制で計画を実現できるのか。そのための効率化や体制の強化手法等は【請川委員、槙野委員】
	●  「顧客サービスセンター（仮称）」の新設や現地相談件数の増加など、「提案型」の企業支援や「つなぐ」取組を推進しサービスを充実・強化するため、現在１２１名の研究員数を、中期計画期間中に１３１名に増員するなどして対応する。

地方独立行政法人化により、自らの権限と責任で人事制度を効果的に運用できるようになるため、企業ニーズやプロジェクトの期間に合わせた職員の採用やプロジェクトチームの設置など、業務に最適な体制を維持する。
●  業務に必要な財源は、大阪府から運営費交付金を予算措置することを基本とするが、産技研は「攻め」の事業展開を旨とし、質の高いサービスを積極的に提案し、顧客の期待を上回るサービスを提供し続けることにより、顧客の拡大を実現する。その結果、増加した収入を支援機能の強化に投資し、企業に還元するという、好循環の運営をめざす。


	◇＜記載例＞

中期目標　前文
産技研は「攻め」の事業展開を旨とし、企業ニーズに応える質の高いサービスを積極的に提案し、顧客の期待を上回るサービスを提供し続けることにより、もって顧客の拡大を実現し、その結果として得られる増加した収入を支援機能の強化に投資し、企業に還元するという、好循環の運営をめざす。

中期計画　第２－１－(2)

予算執行や人事制度の効果的な運用
自らの権限と責任で予算執行や人事制度を効果的に運用する。特に、予算面では、突発的な経費支出や複数年度にまたがる契約等にも柔軟に対応する。さらに、人事面では、時期や期間にとらわれずに、企業ニーズやプロジェクトの期間に合わせて、職員の採用を行い、業務に最適な体制を維持するとともに、業務内容に応じて、外部からも含め多様な人材を確保する。

中期計画　第２－１－(3)

積極的な営業展開等を実現する組織体制
技術支援部門については、意思決定の迅速化や複合化した技術課題へ対応する組織を構築する。特に、新エネルギー技術開発など研究分野横断的な技術課題については、プロジェクトチームを設置して、研究開発、技術支援に取り組む。

	
	《運営費交付金》

○府の運営費交付金の今後の見通し【槙野委員】
	●  運営費交付金の対象は、人件費、維持管理運営費及び機器整備費（いずれも収益事業に係るものを除く。）、大規模改修費、退職手当である。なお、人件費については、経過的措置として、当期計画期間中、収益事業に係るものも一定措置される。

今後、予算、収支計画、資金計画等については、総務部と協議した上で、中期計画に定める。
	◇＜記載例＞

中期計画　第４

予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画
※現時点では未記載

	
	《新規利用企業開拓のための人材育成》

○営業的センスや提案力のある研究員の育成の取り組み【川嵜委員】
	●　マーケティング経験のある民間コーディネータ等による職員研修により、　積極的な営業マインドをもって業務執行するよう意識改革を図り、必要な能力および知識を向上させる。


	◇＜記載例＞

中期計画　第２－２－(3)　

職員の人材育成
大学、企業、研究機関等外部との交流を活発化するとともに、職員を派遣する制度を新たに設け、職員の意識改革と能力開発を進める。派遣を終えた者は、その成果を所内報告会で伝達する。
また、職員研修を計画的に実施する。

	
	《研究開発の推進》

○大学や大企業との共同研究などの取り組み【槙野委員】 
	●  大学との連携を一層強化し、大学教員と当所研究員とのマッチングを組織的に行い、共同研究の実施につなげる。
また、産学官連携の中心的な役割を果たし、高付加価値な新技術・製品開発につなげる。特に、府立大学とは、包括連携協定のもと、産学官の共同研究を推進していく。

●  企業の技術革新や製品開発の可能性を高め、新分野への進出等を促進するため、共同研究等を企業に提案する。

大企業との共同研究については、中小企業の技術や部材が大企業の製品を支えていることから、研究開発成果は、中小企業にも広く波及し新技術・製品開発等を促す効果が期待できる。産技研の顧客の２割は大企業であるが、今後は大企業との共同研究も増えるよう提案していく。

（参考）

　　平成２２年度に大学、企業と連携して文科省、経産省等の競争的研究開発事業を１０件、大学との共同研究を１７件実施した。
	◇＜記載例＞

中期計画　第１－３－(1) 

戦略的テーマに関する研究開発
②  企業への共同研究等の提案

共同研究、産学官連携研究を企業へ積極的に提案・実施し、企業との連携を強化する。

中期計画　第１－４－(2)

産学官連携の推進
企業・業種団体、大学・学会等とのネットワークづくりと各機関の強みを整理したデータベースの充実に努め、産学官連携の中心的な役割を果たし、高付加価値な新技術・製品開発につなげる。
また、大阪府立大学とは、共同研究、研究開発成果の技術移転、人材育成、セミナーの開催など、包括連携協定に基づく共同事業を実施し、企業支援や地域の活性化に寄与する。

	
	《「攻め」の表現》

○「攻め」という言葉の意味するところを明確にすべき【古村委員、舟木委員】
	●  企業が相談に来るのを待っているのではなく、産技研の方から顧客データベースを活用し、技術ニーズなど企業に関わる情報を的確に把握して、サービスを積極的に提案すること、また、これらのことにより顧客の拡大につなげ、増加した収入を支援機能の強化に投資し、企業に還元するという、好循環の運営を行うことを「攻め」と表現している。


	◇＜記載例＞

中期目標　前文
産技研は「攻め」の事業展開を旨とし、企業ニーズに応える質の高いサービスを積極的に提案し、顧客の期待を上回るサービスを提供し続けることにより、もって顧客の拡大を実現し、その結果として得られる増加した収入を支援機能の強化に投資し、企業に還元するという、好循環の運営をめざす。

中期目標　第２－１

「提案型」の企業支援と「つなぐ」取組の推進
産技研は、受け身の支援スタイルではなく、組織として積極的に最大限の支援を行うとの姿勢が不可欠である。企業の役に立つ提案を積極的に行う。そのための組織体制の整備と顧客データベースなどのツールの構築を行う。

また、外部機関との連携による支援や外部機関へのコーディネート機能の発揮など、つなぐ取組を推進する。
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